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1　はじめに
2020年に始まった新型コロナウイルス

感染症（COVID-19）のパンデミックは、
2020年中、何度か感染者数がピークを迎
え、その都度、主に飲食店を中心に規制を
受ける形となり、外食産業界を含めた食産
業界は、大きな打撃を受けた。

この流れは2021年に入ってからも続
き、2020年は１回であった緊急事態宣言
が、2021年は３回発令されており、2020 
年よりも2021年の方が飲食店にとっては
経営環境が厳しかったとも思える。

2020年の外食産業市場規模は、前年と
比べて30.7%減と、過去に例がない減少
率ですべての業種において前年実績を下
回っており、客観的な数字からもCOVID-
19の外食産業への影響が大きかったこと
を物語っている。

また、内食、中食、外食の合計を食全体
のマーケットと考えた場合、2020年の食
全体のマーケットは前年より9.4%減少
し、70兆193億円と９年ぶりに前年実績
を下回っている（表１）。

詳細をみると、内食が前年比2.2%増の
44兆7260億円、中食が同1.8%減の７ 
兆928億 円、 外 食 が 同30.7%減 の18兆
2005億円である。

しかし、2022年に入り、感染を抑えつ
つ経済も回していくという考えのもと、
３月以降は食産業（飲食店など）への緊
急事態宣言、蔓延防止等重点措置の発令
もなく、通常営業が行われている。

以上のようにコロナ禍３年目での外食
などの状況を踏まえた上で、野菜需要の
状況がどのようになっていたかを検証し
ていくことにする。

2　COVID-19による消費者の食の変化
（1）食全体のマーケット

食全体のマーケット（注）によると、CO 
VID-19のパンデミック前の2019年は、
８年連続で前年実績を上回り、前年比
0.6%増の77兆2679億円となっている。
このうち内食は、前年比0.3%の減の43
兆7781億 円、 中 食 は 前 年 比1.4%増 の
７兆2214億円、外食は前年比2.1%増の
26兆2684億円であった。

しかし、パンデミックとなった2020年
では、食全体のマーケットは前年比9.4%
減の70兆193億円となっており、食全体
のマーケットが10%近く縮小したことは
近年ではなかった事象である。

内訳は前述の通りだが、特に外食の
30.7%減は、市場規模の推計を始めた
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1975年以来、初めての大幅な減少である。
これらのことから、外食産業がコロナ

の影響を大きく受けた結果、2020年の消
費者の食が内食回帰となっていることが
分かる。

注：食全体のマーケットとは、内食、中食、外食
の支出額合計を指す。ここでは、内閣府の国
民経済計算における家計の最終消費支出の
データを使用し、その中の「食料・非アルコー
ル飲料」「アルコール飲料・たばこ」からた
ばこの販売金額を減じた数字に、外食産業市
場規模を加えたものを採用した。

　　　また、外食は外食産業市場規模を、中食は
経済産業省商業統計の料理品小売業を、内食
は食全体のマーケットから外食、中食の数字
を差し引いたものとした。

（2）食の外部化率と外食率
公表された2020年の国民経済計算に基

づき、2020年の食の外部化率と外食率に
ついて推計を行った。食の外部化とは、
消費者が食費のうち食を外部に依存して
いる支出額の割合であり、具体的には、
食費に占める外食費と中食費の合計の割
合である。2020年には前年の43.3%か

ら7.2ポイントと大幅に低下し36.1%と
なった。コロナでの外出自粛、営業時間
の短縮などで外食支出が減少したためで
ある（図１）。

また、外食率は食費のうち外食に使って
いる支出額の割合であるが、2020年では
前年より8.0ポイント低下し、26.0%と
なっている。

過去から見てみると、食の外部化率は、
2007年が45.2%と最も高く、その後緩や
かに低下し、2010年辺りから横ばいで推
移していたが、COVID-19の影響により
2020年は大幅に低下し、1986年の水準
となっている。

外食率は、1997年の39.5%がピークで
年々低下傾向を示し、2020年には26.0%
と過去最も低い結果となっている。

この食の外部化率、外食率の結果から、
いかにCOVID-19が消費者の食へ大きな
影響を及ぼしているかが分かる。

COVID-19の影響がなければ、2040年
には食の外部化率は70%になるという推
計もあり、近い将来、食の世界では加工品
が主流となると考えられていた。野菜にお

表１　食全体のマーケットの推移
実　数� （単位：億円）
年 1989 1993 1995 1998 2003 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

内食 382,767 438,200 438,672 412,334 385,672 373,902 376,871 383,387 380,528 389,181 400,150 401,777 419,061 423,975 432,601 439,278 437,781 447,260 

中食 18,785 28,988 31,434 43,957 52,576 55,313 55,682 56,893 57,783 59,467 59,803 62,468 66,053 70,075 70,752 71,209 72,214 70,928 

外食 234,714 277,650 278,666 284,961 245,684 245,068 236,599 234,887 228,282 232,217 240,099 246,148 254,078 254,553 256,804 257,342 262,684 182,005 

食全体 636,266 744,838 748,772 741,252 683,932 674,283 669,152 675,167 666,593 680,865 700,052 710,393 739,192 748,603 760,157 767,829 772,679 700,193 

増減率　※ 2009 年以降は前年比� （単位：％）

年 1993/
1989

1995/
1993

1998/
1995

2003/
1998

2008/
2003 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

内食 14.5 0.1 ▲ 6.0 ▲ 6.5 ▲ 3.1 0.8 1.7 ▲ 0.7 2.3 2.8 0.4 4.3 1.2 2.0 1.5 ▲ 0.3 2.2

中食 54.3 8.4 39.8 19.6 5.2 0.7 2.2 1.6 2.9 0.6 4.5 5.7 6.1 1.0 0.6 1.4 ▲ 1.8

外食 18.3 0.4 2.3 ▲ 13.8 ▲ 0.3 ▲ 3.5 ▲ 0.7 ▲ 2.8 1.7 3.4 2.5 3.2 0.2 0.9 0.2 2.1 ▲ 30.7

食全体 17.1 0.5 ▲ 1.0 ▲ 7.7 ▲ 1.4 ▲ 0.8 0.9 ▲ 1.3 2.1 2.8 1.5 4.1 1.3 1.5 1.0 0.6 ▲ 9.4
資料：内閣府「国民経済計算」、公益財団法人外食産業総合調査研究センター「外食産業市場規模推計値」などにより堀田が推計
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いても、カット野菜のような加工された
（付加価値のある）野菜の消費が増加し、
素材としての野菜利用は減少していくと考
えられることから、生産者も出荷先につい
て消費者向けのみならず、業務用への対応
もより必要となってくると考えられる。

３　内食回帰の消費者の野菜購入量の変化
コロナ禍における消費者の内食回帰に

よって、野菜の需要がどのように変化した
かを、総務省統計局の家計調査年報の野菜
購入量を基に見てみる。

まず、１世帯当たりの購入量を世帯人員
数で除した１世帯１人当たりの野菜購入量
を算出し比較した。

それによると、年間生鮮野菜購入量は
2018年が55.47キログラム、2019年が
55.39キ ロ グ ラ ム（ 前 年 比0.1 ％ 減 ）、
2020年が59.47キログラム（同7.4％増）、
2021年が57.92キログラム（同2.6％減）
となっている（表２）。

野菜購入量が大きく伸びた2020年の

詳細を見ると、葉茎菜が7.7%、根菜が
9.1%、他の野菜が4.0%とそれぞれ前年
より増加しており、前年を下回った品目
はれんこん（前年比3.3%減）、トマト（同
0.5%減）であった。

この状況は、2020年の新型コロナパン
デミックに伴う外出自粛などにより、自宅
で調理をする機会が多くなり、野菜の購入
量も増加したことによるものと考えられ
る。

2021年は、生鮮野菜全体で2020年の
購入量を下回っているが、2019年と比較
すると大部分の品目で上回っており、内食
回帰が継続しているもの思われる。ただ
し、2020年と異なるのは、2021年は内
食と中食を融合した内食回帰ではないかと
思われる点である。

調理食品の100世帯１人当たりの購入
頻度増減率を見ると、2019年が6.9%、
2020年が2.6%、2021年が4.9%でそれ
ぞれ前年に比べ増加しているが、2020年
の増加率が縮小している（表３）。これは
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図１　食の外部化率と外食率の推移

資料：内閣府「国民経済計算」、公益財団法人外食産業総合調査研究センター「外食産業市場規模推計値」などから堀田が推計
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サラダについても同じ傾向を示している。
すなわち、2020年は、素材を購入して調
理をしたことで調理済みのサラダの購入
頻度が減り、2021年は内食に中食を取り
入れることで、サラダの購入頻度が上がっ
たと考えられる。

以上のように、最初のパンデミックでは
素材から調理する内食であったため生鮮野
菜の購入量が増加したが、２年目には内食
の内容に中食も組み入れたことで、素材と
しての生鮮野菜の購入量が減少したものと
考えられる。

４�　COVID-19前後の外食産業の食材仕
入額および野菜仕入額の推計
前年比30.7%減と、過去に例がない大

きな減少率となった2020年の外食産業市
場の、食材仕入額や野菜仕入額がどのよう
に変化したかを見ることにする。

まず前提として、外食産業の食材率（売
上高に占める食材仕入額の割合）を30～
35%とする。

2019年の外食産業全体の食材仕入額
は、同年の外食産業市場規模が26兆2684
億円であったことから、７兆8805億～
９兆1939億円と推計される。

　　　　表２　年間野菜購入量増減率（１世帯１人当たり）
（単位：％）

野菜・海草 生鮮野菜 葉茎菜 キャベツ ほうれん
そう はくさい ねぎ レタス ブロッコ

リー もやし 他の葉茎菜

2019 年 ▲ 4.3 ▲ 0.1 ▲ 1.4 1.1 ▲ 10.4 3.9 2.5 ▲ 4.6 16.6 ▲ 8.6 ▲ 8.1
2020 年 9.1 7.4 7.7 7.0 10.5 8.1 12.8 6.0 4.1 11.2 10.9
2021 年 ▲ 4.2 ▲ 2.6 ▲ 0.1 3.1 2.0 ▲ 0.2 ▲ 7.8 3.2 2.1 ▲ 6.2 ▲ 6.5
2021 年
/2019 年 4.6 4.6 7.6 10.3 12.7 7.9 4.1 9.4 6.3 4.3 3.7

根菜 さつまいも じゃがいも さといも だいこん にんじん ごぼう 玉ねぎ れんこん たけのこ 他の根菜
2019 年 ▲ 0.0 ▲ 1.8 0.4 ▲ 6.5 2.1 ▲ 0.2 ▲ 1.0 0.3 ▲ 11.8 ▲ 2.2 ▲ 2.3
2020 年 9.1 5.0 5.9 9.0 4.9 6.1 2.4 17.0 ▲ 3.3 8.1 16.2
2021 年 ▲ 7.4 ▲ 3.9 ▲ 12.9 ▲ 4.8 ▲ 5.1 ▲ 2.9 ▲ 13.4 ▲ 9.3 6.5 ▲ 7.8 ▲ 1.7
2021 年
/2019 年 1.1 0.9 ▲ 7.8 3.8 ▲ 0.4 3.0 ▲ 11.4 6.1 3.0 ▲ 0.3 14.1

他の野菜 さやまめ かぼちゃ きゅうり なす トマト ピーマン 生しいたけ しめじ えのきだけ 他のきのこ 他の野菜
その他

2019 年 0.7 2.7 6.3 ▲ 0.0 ▲ 1.1 ▲ 0.0 ▲ 0.8 ▲ 0.8 ▲ 0.9 ▲ 3.4 2.0 5.4
2020 年 4.0 0.4 3.2 4.5 4.8 ▲ 0.5 3.0 11.3 8.0 4.9 9.1 6.0
2021 年 0.7 ▲ 1.7 ▲ 2.0 ▲ 0.0 5.3 3.2 4.3 ▲ 3.5 ▲ 3.6 ▲ 3.9 ▲ 0.8 1.6
2021 年
/2019 年 4.7 ▲ 1.3 1.1 4.4 10.3 2.7 7.4 7.4 4.1 0.7 8.2 7.7

資料：総務省統計局「家計調査年報」

表３　調理食品の100世帯1人当たり購入頻度増減率
（単位：％）

調理食品 主食的
調理食品

他の
調理食品 サラダ

2019 年 6.9 9.3 5.5 7.7

2020 年 2.6 2.6 2.7 0.8

2021 年 4.9 7.2 3.5 6.3
資料：総務省統計局「家計調査年報」
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さらに、農林水産省の外食産業原材料需
要構造調査によると、食材仕入額全体に占
め る 野 菜・ そ の 加 工 品 の 仕 入 割 合 は、
11.7%となっていることから、外食産業
全 体 の 野 菜・ そ の 加 工 品 の 仕 入 額 は、
9220億円から１兆757億円と推計され
る。2019年の野菜の産出額が２兆1515
億円であったことからすると、その半分近
くを外食産業が仕入れていることになる。

同様に2020年の外食産業全体の食材仕
入額は、５兆4602億円から６兆3702億
円となり、野菜・その加工品の仕入額は
6388億円から7453億円と推計される。

以上のことから、2019年から2020年
にかけて、外食産業全体の食材仕入額が
２兆4203億円から２兆8238億円程度減
少したと推計され、うち野菜・その加工品
の仕入額では2832億円から3610億円程
度減少したと考えられる。

このように、COVID-19の影響により野
菜の仕入れが大きく減少したことで、生産
者や流通業者などの各方面に甚大な影響を
及ぼしていることがうかがえる。

５　まとめ
直近、2022年は、コロナ感染を抑制し

ながら経済を回していくという考えの下、
緊急事態宣言や蔓延防止等重点措置などの
規制がなかったことや、水際対策の緩和な
どにより、外食産業界も通常営業が行われ
た。

それにより、多くの企業で前年より大幅
な売り上げの伸びがみられたが、収益面で
は各社、苦労しているのが現状である。

今後は、売上高などがコロナ禍前の
2019年の水準にいつ戻るのか注目され
る。

一方で、2022年は、世界的なインフレ
の中、エネルギー問題によるガス・電気の
値上げ、円安、食材の高騰、物流費・人件
費コストの上昇などに直面し、経営努力も
限界に達して、メニュー価格の引き上げに
踏み切る企業が多くなっている。中には、
2022年に２度の値上げをした企業も出て
きており、現在のところ値上げに対して

「仕方がない」という消費者の容認はある
ものの、値上げが頻繁に続けば客数の減少
への影響が懸念されるところである。

また、2023年に食品メーカーなどが業
務用加工品などの値上げを発表しており、
値上げの流れは今後も続くものと思われ
る。

野菜については、肥料価格の高騰やエネ
ルギー問題による石油、電気価格の引き上
げにより、今後ハウス栽培などの野菜に影
響が出るものと思われる。

いずれにしてもウィズコロナの中で、消
費者の食行動を見極めることにより、コロ
ナ禍以前の水準以上に外食産業の売上高や
利益が回復することが、本当の意味での外
食の復活である。生産から消費の食の流れ
が機能することで、野菜の需要も拡大す
る。その意味でも外食産業の復活がカギと
なってくる。

堀田　宗徳（ほった　むねのり）
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かなざわ食マネジメント専門職大学フードサービス
マネジメント学部　教授
1989年４月　財団法人外食産業総合調査研究セン
ター入社
2009年４月　宮城大学食産業学部フードビジネス
学科准教授
2022年４月より現職


